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住民票の写し等の証明書交付請求に関する事務取扱要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、住民基本台帳法（昭和４２年法律８１号）に基づく住民票の写し等、

戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）に基づく戸籍謄本等、豊中市印鑑条例（昭和５０年

豊中市条例第２３号）に基づく印鑑登録証明書、市民課及び両出張所の業務に関する証明

書（以下「諸証明」という。）及び市府民税課税証明書の交付請求に関する事務の取扱い

並びに豊中市情報公開条例（平成１３年豊中市条例第２８号）第２２条の規定に基づく証

明書の発行履歴の情報提供に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 請求者 現に証明書の交付請求の任に当たっている者をいう。 

(2) 請求書 住民票の写し等、戸籍謄本等、印鑑登録証明書、諸証明又は市府民税課税 

証明書の交付請求書をいう。 

（住民票の写し等請求時の確認書類の種類） 

第３条 住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住民票の写し等の交付に関する省令（昭和

６０年自治省令第２８号。以下「住民票省令」という。）第５条第１号の規定により市長

が適当と認める書類は、戸籍及び住民基本台帳等の事務における本人確認の事務処理手

順を定める要綱（以下「本人確認要綱」という。）別表Aの部に掲げるいずれかの書類(有

効期間の定めがあるものは、有効期間内のものに限る。)とする。 

２ 住民票省令第５条第２号の規定により市長が適当と認める書類は、本人確認要綱別表B

の部に掲げるいずれかの書類(有効期間の定めがあるものは、有効期間内のものに限る。)

とする。 

（住民票の写し等請求時に確認書類を所持していない場合の確認方法） 

第４条 住民票省令第５条第２号の規定により市長が適当と認める方法は、本人確認要綱

第２条第５項の規定による聞き取り票を提出させる方法とする。 

（住民票の写し等請求の口頭委任の確認方法） 

第５条 住民票省令第６条第３号の規定により市長が適当と認める方法は、本人確認要綱

第４条第９項に規定する受任したことを確約する文書を提出させる方法とする。 

（戸籍の附票の写しの交付請求の取扱い） 

第６条 第３条及び第４条の規定は，戸籍の附票の写しの交付請求に関する事務の取扱い

について準用する。この場合において、これらの規定中「住民票省令第５条」とあるの

は「戸籍の附票の写しの交付に関する省令（昭和６０年法務省・自治省令第１号。以下

「附票省令」という。）第２条」と、「住民票省令第６条」とあるのは「附票省令第３条」

と、「住民票の写し等」とあるのは「戸籍の附票の写し」と読み替えるものとする。 
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（戸籍謄本等請求時の確認書類の種類） 

第７条 戸籍法施行規則（昭和２２年司法省令第９４号。以下「戸籍法規則」という。）第

１１条の２第２号イの規定により市長が適当と認める書類は、次に掲げるいずれかの書

類とする。 

(1) 検定合格証 

(2)  精神障害者保健福祉手帳 

(3) 一時庇護許可書 

(4) 仮滞在許可書 

(5) 生活保護受給に係る証明書 

(6) 基礎年金番号通知書 

(7) 一部負担金相当額等一部助成医療証等官公署が発行した医療費助成又は手当等に

かかる受給者証 

（戸籍謄本等請求時に確認書類を所持していない場合の確認方法） 

第８条 戸籍法規則第１１条の２第３号の規定により市長が適当と認める方法は、本人確

認要綱第２条第６項の規定による聞き取り票を提出させる方法とする。 

（戸籍謄本等の交付請求の取扱い） 

第９条 戸籍謄本等の交付請求に関する事務の取扱いは、前条及びに定めるもののほか、

戸籍法及び戸籍法施行規則の一部改正に伴う戸籍事務の取扱いについて（平成２０年４

月７日法務省民一第１０００号法務省民事局長から法務局長及び地方法務局長あて通

達）による。 

（請求者の押印の取扱い） 

第１０条 請求書の氏名が請求者の自署であるときは、押印を不要とする。 

２ 請求書の氏名が記名であるときは、押印を必要とする。 

（証明書の発行履歴の情報提供） 

第１１条 証明書の発行履歴の情報提供は、発行履歴の請求書（様式第１号）を市民課、

庄内出張所又は新千里出張所に提出することにより行う。 

２ 前項の情報提供は、証明書に記載されている本人又はその法定代理人が行うことがで

きる。 

３ 第１項の情報提供における本人確認の方法は、本人確認要綱第２条各項の規定に基づ

き行うものとする。 

４ 第１項の請求があったときは、直ちに指定された期間における証明書の発行履歴の調

査を行うものとする。 

５ 前項の調査の結果、発行履歴がある場合にあっては発行日、発行部数及び発行場所を、

発行履歴がない場合にあってはその旨を、請求者に口頭で回答するものとする。 

附 則 

この要綱は、平成２１年１２月２４日から実施する。 
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附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年７月９日から実施する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年５月７日から実施する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年２月２日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和５年１１月６日から実施する。 



4 

 

様式第１号 

 


